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学校法人大原学園 大原ビジネス公務員専門学校甲府校学校関係者評価委員会は、2024年度自
己点検・評価報告書に基づいて学校関係者評価を実施し、以下のとおり報告致します。



No. 項目 No. 項目

1
教育理念・
目的・
育成人材像

1
理念・目的・
育成人材像

80%

教育理念・目的はホームページ
などで周知徹底されている。学
園の特色の一つが『教育ストー
リーを3段階（4期）に区分』し
て実施することである。「就
職」と「資格取得」において一
定の成果を残し、有為な産業人
を育成することができている。
資格取得と就職実績をさらに向
上しつつ、実習教育を充実させ
るために、社会の動向を的確に
見極め、ニーズを調査・分析し
て事業計画を組んでいる。

・適正に運営されている。

2 運営方針
定め
てい
る

学園全体の運営方針は理事会・
評議員会で、また各校の運営方
針は校長を中心とした運営会議
で定められている。それらに基
づいて部課長会議で詳細を決定
し、その内容は全体朝礼で告知
するとともに各課で周知徹底し
ている。
教育現場への浸透度合いを確認
し、より高めることが今後の課
題である。

・適正に運営されている。

3 事業計画
定め
てい
る

学校の運営方針を反映した事業
計画（目標達成プログラム）は
毎年度作成されており、各部署
では目標を達成すべく定期的に
進捗と差異を確認して必要な手
立てを講じている。
教職員全体での共有化を更に推
し進めることで、目標達成をよ
り確実なものにしていく必要が
ある。

・適正に運営されている。

4 運営組織 90%

理事会・評議員会で決議された
内容は、本部長・事業部長・校
長の下で開催される運営会議で
伝達・説明され、部長・課長な
どの各階層でも適切な意思決定
が行われている。また、意思決
定が効率的に行えるように、職
務分掌と責任に関する規定と各
部門・各部署の役割を明示した
運営組織図がある。

・適正に運営されている。

5
人事・
給与制度

80%

要員計画、採用計画、教職員研
修計画を通じて、人材の着実な
確保と育成が行われている。ま
た、人事・給与に関する規定も
整備されていて、人事部および
人事委員会を中心にして適切に
運用されている。

・適正に運営されている。

6
意思決定
システム

90%

理事会、評議員会、学園本部、
学校と階層ごとに意思決定シス
テムが確立されており、意思決
定者による決定内容はイントラ
ネットやグループウェアなどを
用いて速やかに伝達されてい
る。

・適正に運営されている。

学校運営

２０２５年８月５日

大項目

2

中項目 自己
評価

総括 学校関係者の評価・提言

＜自己評価＞　0％（取り組めていない）～100％（取り組みは十分で、成果も出ている）までの11段階評価　NA：当てはまらない



No. 項目 No. 項目
大項目 中項目 自己

評価
総括 学校関係者の評価・提言

＜自己評価＞　0％（取り組めていない）～100％（取り組みは十分で、成果も出ている）までの11段階評価　NA：当てはまらない

7
情報
システム

80%

学校における管理システムの多
くはすでに導入されており、現
場の業務軽減に役立っている。

・システム化を進める一方、融
通の利かなない組織にならない
よう留意が必要。
・AI導入で負担軽減も視野に入
れるとよい。

8 目標の設定

明確
にし
てい
る

職業実践専門課程の教育課程編
成委員会の提言を教育課程に反
映させることで、地域や時代の
ニーズに合った教育を提供でき
る環境を整えている。
また、各学科の教育目標、育成
人材像を、冊子を使った担任ガ
イダンスやコース責任者、校長
による定期的な講話を行って学
生が理解できるようにしてい
る。

・適正に運営されている。

9
教育方法・
評価等

70％

教育課程は、習熟度や学習進度
に応じて体系的にステップアッ
プできるものになっており、卒
業生、近隣住民、関連企業等と
協力した検討会により定期的な
見直しを図っている。

・卒業制作等の発表において、
県内企業等の評価を頂く機会を
更に教育課程に盛り込めると良
い。

10
成績評価・
単位認定等

80％

成績評価は客観的な方法で常に
明確に行っている。
卒業研究については、研究内容
設定から成果評価まで企業に協
力いただき、現在のビジネス現
場に応じた実践的内容で実施す
ることができている。

・適正に運営されている。

11
資格・免許の
取得の指導
体制

80％

資格取得については概ね学園の
水準以上の実績を出せている。
試験傾向の推移や高いレベルの
実績維持を図るべく、教員の知
識力育成は、学園本部とも協力
して計画的に実施していく。
保護者等への教育方針の理解を
高め、実務家教員の動員を進
め、より教育の質を向上してい
く。

・時代に合わせた授業スタイル
の導入は学生にとっても有益と
考える
・結果が伴わなければ本末転
倒、学費に見合う成果を維持す
るよう取り組んでほしい。

12
教員・
教員組織

70％

教員の確保については、常勤講
師・非常勤講師を問わず、採
用・育成・評価の各段階におい
て、目的達成のための体制が出
来上がっている。特化した専門
性を求める職員の登用につき、
採用、質の担保に苦慮する一面
がある。

・満足度アンケートのフィード
バックを適切に行い、職員の質
担保に生かしてほしい。

13 就職率 80％

就職希望学生への就職指導にお
いては、担任及び就職担当ス
タッフ、教務責任者が個別面談
を重ね、学生個人の希望、適性
及び能力と属性を十分に考慮し
た指導を実践している。学生本
人の希望する就職が概ね達成で
きている。
また、それらの達成状況（就職
率）は学園本部で管理されてい
る。

・引き続き、山梨県を含め公務
員として活躍できる人材を多数
輩出してほしい。

3 教育活動



No. 項目 No. 項目
大項目 中項目 自己

評価
総括 学校関係者の評価・提言

＜自己評価＞　0％（取り組めていない）～100％（取り組みは十分で、成果も出ている）までの11段階評価　NA：当てはまらない

14
資格・免許の
取得率

80%

就職を志望する業界、業種で役
立つ資格取得について高い資格
取得実績を達成できている。
ICT導入のほか、学生の理解を
補う補助教材の作成、カリキュ
ラムの工夫や指導方法の研究を
指導グループ単位で行ってい
る。
一部の試験で、補講等に時間を
要するケースがあり、効果の検
証をする必要がある。

・ICTやDXの社会において、分
野を問わず、ITリテラシーの必
要性が高まっているので、更に
ICT導入を進めてほしい。4 学修成果



No. 項目 No. 項目
大項目 中項目 自己

評価
総括 学校関係者の評価・提言

＜自己評価＞　0％（取り組めていない）～100％（取り組みは十分で、成果も出ている）までの11段階評価　NA：当てはまらない

15
卒業生の
社会的評価

70％

入社後の企業からICT活用でき
る人材育成の要望が大きい。ま
た、課題解決能力が不足してい
る点の指摘を受け、教育課程編
成における課題として取り組ん
でいる。

・卒業生とのコンタクト、現状
の聞き取りなど効果的であろ
う。
・ビジネスマナー教育には引き
続き力をいれてほしい。

16 就職等進路 80%

就職は教育の最大のテーマであ
り、支援体制は整備されてい
る。
内定獲得に必要な指導内容は2
年間カリキュラムの一環として
組み込まれ、学生の希望に沿っ
た内定を実現している。
一部卒業後も国家試験合格等を
目指して学習する学生もいる
が、附帯教育との教育連携した
進路指導が出来ている。

・適正に運営されている。

17
中途退学への
対応

70％

退学率の低減は、事業計画にお
ける最重要課題の１つとして取
組んでいる。退学の時期・理由
は多様化しており更なる改善が
求められる。学生指導勉強会の
実施や外部研修の導入等、担当
者のスキル向上の取組みを検討
し、定期的に実施することで改
善に努めたい。

・2024年度と比較して退学率が
改善されている。引き続き個別
の対応を丁寧に、不安の種を取
り除く努力をしてほしい。

18 学生相談 70%

学生相談については、担任や就
職担当、教務責任者が学生の変
化を見逃さずに、その都度対応
している。また、節目ごとに全
員と個別面接を行い、今後の進
路、目標確認、悩みなどを聞き
だし対応している。その結果を
指導記録にまとめ、上司に報告
も行うなどのきめ細かな指導を
実践している。

・概ね適正に運営されている。

19 学生生活 80%

経済面、環境面、生活面のサ
ポート体制を整備している。
今後も企業や自治体と連携し、
必要な支援体制を整備してい
く。

・適正に運営されている。

20
保護者等と
の連携

70％

ポータルサイトを用いての定期
連絡の他、既定の家庭宛注意文
書の発送前に連絡をしている。
また保護者等への連絡時期を早
めに設定することで頻度は増え
るが全体的な担任負担は減って
いる。

・非協力的な保護者とのコミュ
ニケーションも発生するが、非
協力的すなわち学校への悪感情
と捉え考えるべきであろう。そ
れらの場合管理者やベテランが
早期に介入することがトラブル
回避の有効策と思われる。

5 学生支援



No. 項目 No. 項目
大項目 中項目 自己

評価
総括 学校関係者の評価・提言

＜自己評価＞　0％（取り組めていない）～100％（取り組みは十分で、成果も出ている）までの11段階評価　NA：当てはまらない

21
卒業生・
社会人

70％

卒業生への支援体制としては、
卒業生サイトを運用し支援体制
を整えている。卒業生輩出後間
もないが、担当教員を窓口宛に
訪れる卒業生も多く、卒業生の
一定の満足も得られている。ま
た、大学卒業者や社会人などの
ニーズにこたえる制度の開発を
さらに進めていく。

・概ね適正に運営されている。

22 施設・設備等 90%

施設・設備に関しては、ほぼ十
分な環境設営ができていると思
われる。特に情報ＩＴ業界の発
展に対応できるだけの設備を完
備することは県内ニーズに対応
する上で必須と考える。今後も
この体制を崩さないように教職
員の意識を高めながら維持して
いきたい。

・概ね適正に運営されている。

23
学外実習、
インターン
シップ等

70%

実習等や研修の参加にあたって
事前にガイダンスや説明会等を
設け参加する目的等をしっかり
と伝えている。また、トラブル
にならないよう校内において受
入先を想定した実習前のトレー
ニングを行うとともに目的確認
を行っている。
研修についても事前研修や説明
会を多く設定して、事故やトラ
ブルを防ぐように努めている。

・概ね適正に運営されている。
積極的に吸収する姿勢の大切さ
を教え続けてほしい。

24
防災・
安全管理

70％

保険等の加入については十分な
ものになっているが、それ以前
の物的および人的な備えに関し
て、これから対応を施していか
なければならない。

・防災意識の更なる向上を図っ
てほしい。

25

学生募集
活動は、
適正に
行われて
いるか

80%

将来を意識した学生および保護
者等に対して、的確な情報を伝
え、進路選択について過ちを起
こさないようにさせたいと考え
る。また、高校側に対しても志
願者について現状の認識と将来
への展望を伝え、進路選択に役
立ててもらいたいと考える。

・学校の良さを高校生に知って
もらうだけでなく、近隣住民へ
のアピールを積極的にお願いし
たい。地域活動、ボランティ
ア、アルバイトが有効であろ
う。

26 入学選考 70％

学生一人ひとりに対して、書類
選考を必ず行っている。また、
必要に応じて面接等を実施し、
入学後進路変更がないように事
前確認を十分行っている。ま
た、入学選考時に把握した情報
は担任まで共有し指導にいかし
ている。

・概ね適正に運営されている。

6 教育環境

7
学生の募集
と受入れ



No. 項目 No. 項目
大項目 中項目 自己

評価
総括 学校関係者の評価・提言

＜自己評価＞　0％（取り組めていない）～100％（取り組みは十分で、成果も出ている）までの11段階評価　NA：当てはまらない

27 学納金
行っ
てい
る

教育費に関しては、多くの家庭
で優先順位が高い項目になって
いる。したがって、学費に関し
ては教育材料費等と常に確認を
しながら負担にならない金額を
設定するように心がけていく。
また、学費納入に対しても滞る
ことがないように状況を確認し
ていく。学費による学業継続困
難なご家庭に対して、情報提供
やご提案を通じて、学業継続を
継続的に支援する。

・適正に運営されている。

28 財務基盤
安定
して
いる

学生募集については、学科、
コースにより変動はあるが、学
校全体としては良好であり、財
務基盤は安定している。具体的
には、キャッシュフロー、消費
収支差額比率などの数値も良好
な値を示している。

・適正に運営されている。

29
予算・
収支計画

策定
して
いる

当年度の重点計画、前年度実績
予想との整合性を保ち、健全な
予算編成をしている。また、執
行については定期的に運営会議
などで執行状況を確認してい
る。

・適正に運営されている。

30 監査
実施
して
いる

学校法人監事による業務監査と
ともに内部および外部の会計監
査を受け、法令または寄付行為
への遵守と学園の財務の適正性
を、確保するようにしている。

・適正に運営されている。

31
財務情報の
公開

80％

学園全体の財務情報はＷＥＢサ
イトで公開されているが、刊行
物あるいは学内掲示での公開に
関する規程がないため、規程の
準備を今後進めていく。

・概ね適正に運営されている。

32
関係法令、
設置基準等
の遵守

90%

学園本部が中心となり、法令に
対して速やかに対応できる体制
を採っており、遵守に必要なも
のも文書化している。今後は教
職員および学生に対して、定期
的・継続的に実施できるよう検
討を進める。

・最終的にサービスを受ける
ユーザーがいることを考え正確
な申請に尽力してほしい。
・申請の趣旨を考えたチェック
に取り組んでほしい。

33 個人情報保護 80%

個人情報保護については情報セ
キュリティ委員会の下に、各部
門・各校に管理者を配して、保
護活動を徹底している。また、
全国会議で説明会を催すなど、
周知徹底を図るとともに対策の
実効性を高めている。

・適正に運営されている。

34 学校評価
行っ
てい
る

自己点検・評価報告書は申請が
あれば全項目を閲覧できる体制
になっており、ＨＰにも掲載し
ている。
外部者による学校関係者評価を
行い、報告書は大原学園ホーム
ページに掲載している。今後も
継続的に評価を行い、課題を明
確にして学校運営に活かしてい
く必要がある。

・適正に運営されている。
9

法令等の
遵守

8 財務



No. 項目 No. 項目
大項目 中項目 自己

評価
総括 学校関係者の評価・提言

＜自己評価＞　0％（取り組めていない）～100％（取り組みは十分で、成果も出ている）までの11段階評価　NA：当てはまらない

35
教育情報の
公開

70％

学校の概要や教育内容は大原学
園ホームページ等に掲載してい
るが、教職員に関する情報はそ
の対象となっていないので、情
報公開の内容と方法について今
後改善を進めていく。

・県内高等教育機関としての信
頼性を更に高める為、情報公開
の内容や方法について引き続き
検討を進めてほしい。

36
社会貢献・
地域貢献

60%

附帯教育事業は積極的に行って
おり、今後も幅広い年齢層で
様々な分野の教育サービスを提
供していく。また、地域への貢
献は
施設の提供だけでなく、商工会
議所などの研修支援などの教育
として協力できるものも提供し
ていく

・今後も継続してほしい。

37
ボランティア
活動

80%

ボランティア参加を奨励、活動
報告書により個人別にボラン
ティア時間を把握している。信
玄公祭り、小江戸甲府の夏祭り
等、多くの活動への参加を促進
している。

・アルバイトを奨励してほし
い。近隣で人手不足のところも
多く、貢献と言えるだろう。学
校の外で学べることも多い。
・ボランティア、地域貢献は引
き続き積極的に行ってほしい。

10
社会貢献・
地域貢献



　はじめに校長から、2025年4月に学園グループに東京経営大学の開学をはじめ、学園の取り組みや、甲
府校の現状について報告が行われた。また、専門学校の不信に繋がる他の学校の不祥事に触れ、１０年目
の節目を迎える甲府校でも、慢心せず、学生、保護者、地域の負託に応えられるよう取り組むことを約束
し、委員からも厳しい視点で自己点検評価の内容にご助言を頂きたい旨が宣言された。

　委員からは学生募集活動、卒業生の社会的評価、社会貢献・地域貢献などの複数の基準において、地域
との繋がりや、企業との繋がり、卒業生との繋がりにおいて提言が行われた。現在もテレビCMや高校訪
問、県主催のお祭りや甲府市主催のお祭り、企業訪問など多岐に渡って活動を行っているが、より多くの
方々へアプローチや、逆により身近な地域との連携を行うことで、学生募集・教育活動・社会地域貢献な
どにおいても、更なる発展が考えられるため、期待している。

　また、学生支援、法令等の遵守などの基準において、学生対応や、保護者対応、外部との対応におい
て、先を見据えた視点での対応が求められるため、趣旨や根拠などを教職員が理解し、対応を行うことに
ついて助言がされた。担任制で、個々に特性のある学生への指導に関して、常に手を抜かない学校である
が、対応の事柄に置ける趣旨や根拠を事前によく理解した上で対応することで、より質の高い対応にな
り、更に業務効率も高められるため、目の前の事柄だけでなく、先を見据えて対応を行って欲しい。

　最後に職場で卒業生が活躍している委員より、学修成果として発表がなされた。本校卒業後、新卒で就
職した者が数名いるが、いずれの卒業生も現在も従事してくれている。特にビジネスマナーは就職時から
目を見張るものがある。今後も学校関係者という客観的視点から様々な提言を投げ掛け、甲府校の信頼性
が更に高まる様、全力でサポートしていきたい。

３．各学科に対する委員からの意見

４．学校関係者委員会総括

<経理本科２年制学科>
・県内就職率も高く、山梨県の人材教育に高く貢献している。
・インターンシップはポジティブな理解でマッチングのためにも実施を進めてほしい。

<公務員学科>
・山梨県内では少子化や人口減少により地域の活力が失われることが懸念される。そのため山梨の将来を
考えられる行政を担える人材の育成に努めてほしい。
・多様な職員研修を行い教育の質向上を目指す姿勢は評価できる。今後も内外問わず多くの研修を実施し
てほしい。

<近隣、町内会からの公共的視点の評価>
・挨拶、言葉遣い（敬語）、接遇などが非常に良いと感じた。高いレベルでマナー教育が実施されている
と思う。校外清掃の取り組みには好感が持てる。
・地域活動への貢献は大いに評価できるところである。少子化が進む中、街の活力を取り戻すため、若者
のより積極的な社会との関りを求めたい。アルバイトは営利活動というより、人手不足に悩む地元企業へ
の貢献であると認識していただきたい。
・自治体クラスが執り行う地域活動は、実はそれなりに大掛かりな運営がなされているものであり、本当
に人手不足なのは自治会クラスの行事であることも周知してほしい。


	P1
	P2
	P最終

